様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　2023　年　2　月　8　日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）かぶしきがいしゃさとうろじっく    
一般事業主の氏名又は名称 株式会社サトウロジック     
（ふりがな）さとうえいま　      
（法人の場合）代表者の氏名 佐藤　栄磨     印   
住所　 〒869-1236
熊本県菊池郡大津町大字杉水3739番地9
法人番号　4330001010028　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	①「株式会社サトウロジック　News＆Topicsお知らせ」
②「株式会社サトウロジック　DX戦略」

	公表日
	　　　2023　年　11　月　27　日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	株式会社サトウロジックHPで公表
①「株式会社サトウロジック　News＆Topicsお知らせ」トップメッセージ
https://www.satoh-logic.com/info/6628
②「株式会社サトウロジック　DX戦略」DXビジョン（4ページ）
https://www.satoh-logic.com/wp-content/themes/satoh-logic/document/dx-strategy.pdf


	記載内容抜粋
	①「トップメッセージ」
株式会社サトウロジックは、九州の物流のプロとして、お客様のお役に立つ物流サービスを追求してきました。社員一同、心を合わせ、創業100年を目指し、更なる進化を目指しています。

近 年では、デジタル技術が急激に発展したことで、半導体製品を始めとした精密製品の需要が世界的に増加しました。当社の物流サービスにおいても、半導体製品 輸送を始めとした物流サービスを多くのお客様にご利用いただいており、物流に対する需要は今後ますます拡大していくと考えています。

一方、物流業界全体でドライバーの人材不足等が課題となっており、デジタル技術の活用により物流事業者それぞれの競争力の維持・向上が必要な状況だと考えています。
②「株式会社サトウロジック　DX戦略」DXビジョン（4ページ）
○DXビジョン
デジタル技術を使いこなした物流サービスの拡大に加え、従来の物流サービスにはない付加価値を創出する企業を目指す。
○実現の方向性
1.デジタル技術を用いた既存物流サービスの品質向上
2.データを活用した物流サポートサービスの付加価値向上

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	上記は取締役会の承認を得た内容です。




(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	「株式会社サトウロジック　DX戦略」


	公表日
	　　　2023　年　11　月　27　日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	「株式会社サトウロジック　DX戦略」DX戦略（5ページ）
https://www.satoh-logic.com/wp-content/themes/satoh-logic/document/dx-strategy.pdf

	記載内容抜粋
	○DX戦略
【戦略①物流情報プラットフォームの構築】
当社内の物流情報を一元化するプラットフォームを構築し、既存物流サービスの更なる品質向上を目指す。
•具体的施策
・顧客がWEBから業務負荷なく発注できる受発注フォームを構築。
・複数のシステム間データ連携を行うことで、物流サービス提供に必要な情報の一元化を実現。物流情報プラットフォームとして運用
・実走率等のデータをリアルタイムに可視化し、物流情報プラットフォームのダッシュボードへ表示。従業員個々に KPIを意識し、主体的に業務が行える環境を構築

【戦略②データ活用・分析による物流サポートサービスの価値向上】
データ活用・分析による物流の更なる最適化を行えるようにすることで、物流サポートサービスの価値向上を図る。
•具体的施策
・データ分析ツール（BIツール）を活用し、顧客から提供された物流データを様々な角度から素早く分析。データに基づいたお客様の物流戦略をご提案

【戦略③WEBマーケティングの強化】
WEB上での情報発信を強化することで、当社物流サービスの周知・拡大を行う。
•具体的施策
・営業特化型HPと採用特化型HPの構築と運用
・HP、SNSを活用した物流関連の情報発信強化
・気軽に相談できるWEB問合せフォームの設置場所見直しと設置数増加

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	上記は取締役会の承認を得た内容です。




　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	「株式会社サトウロジック　DX戦略」社内環境整備（6ページ）より抜粋
https://www.satoh-logic.com/wp-content/themes/satoh-logic/document/dx-strategy.pdf

	記載内容抜粋
	○社内環境整備
#組織・体制
【各戦略共通】
・DX委員会を設置、各戦略の進捗を定期的に把握し意思決定を迅速化
【戦略①物流情報プラットフォームの構築】
・適切な I T システム選定に必要な外部連携
【戦略②データ活用・分析による物流サポートサービスの価値向上】
・データ分析人材の育成
【戦略③WEBマーケティングの強化】
・WEB マーケティングスキルを備えた人材の育成
・情報発信担当者の任命



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	「株式会社サトウロジック　DX戦略」社内環境整備（6ページ）より抜粋
https://www.satoh-logic.com/wp-content/themes/satoh-logic/document/dx-strategy.pdf

	記載内容抜粋
	○社内環境整備
#IT環境整備
【各戦略共通】
・データ別セキュリティレベルのタグ付けとセキュリティの定期的な内部評価　
【戦略①物流情報プラットフォームの構築】
・オーダー（ FAX、メール）情報を自動でデータ化できるツールの導入
【戦略②データ活用・分析による物流サポートサービスの価値向上】
・データ分析ツール（BIツール）の導入
【戦略③WEBマーケティングの強化】
・WEBアクセス解析ツール等の高度な活用



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	「株式会社サトウロジック　DX戦略」


	公表日
	　　　2023　年　11　月　27　日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	『株式会社サトウロジック　DX戦略』　重要指標（7ページ）
https://www.satoh-logic.com/wp-content/themes/satoh-logic/document/dx-strategy.pdf

	記載内容抜粋
	○重要指標
【戦略①物流情報プラットフォームの構築】
・2025年 物流情報プラットフォーム稼働開始
【戦略②データ活用・分析による物流サポートサービスの価値向上】
・データ分析・活用した物流戦略ご提案件数／年
【戦略③WEBマーケティングの強化】
・WEB経由での成約数（コンバージョン率）



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	　　　①　2023　年　11　月　27　日

	発信方法
	①『株式会社サトウロジック　News＆Topicsお知らせ』トップメッセージ
https://www.satoh-logic.com/info/6628

	発信内容
	当社ホームページを通して発信
①『株式会社サトウロジック　News＆Topicsお知らせ』トップメッセージhttps://www.satoh-logic.com/info/6628
株式会社サトウロジックは、九州の物流のプロとして、お客様のお役に立つ物流サービスを追求してきました。社員一同、心を合わせ、創業100年を目指し、更なる進化を目指しています。

近年では、デジタル技術が急激に発展したことで、半導体製品を始めとした精密製品の需要が世界的に増加しました。当社の物流サービスにおいても、半導体製品 輸送を始めとした物流サービスを多くのお客様にご利用いただいており、物流に対する需要は今後ますます拡大していくと考えています。

一方、物流業界全体でドライバーの人材不足等が課題となっており、デジタル技術の活用により物流事業者それぞれの競争力の維持・向上が必要な状況だと考えています。

上記の状況を踏まえ、当社においても戦略的にデジタル技術を活用していくために「株式会社サトウロジック　DX戦略」を策定しました。このDX戦略の推進状況及び当社のDXについては、HP上にて発信していく予定です。

このＤＸ戦略の推進状況に応じて、デジタル施策を適宜見直し展開していくことで、物流サービスの拡大と従来の物流サービスにはない付加価値の創出を目指していきます。

2023年11月
株式会社サトウロジック
代表取締役社長　　佐藤　栄磨




　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2023年　9月頃　～　継続中

	実施内容
	「DX推進指標自己診断フォーマット」を活用した自己診断を行い、自社のＤＸ成熟度における課題を把握しました。
自己診断結果は「DX推進指標　自己診断結果入力サイト」にアップロードしました。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2023年　10月頃　～　継続中

	実施内容
	2023年10月21日に情報セキュリティポリシーを公表しました。
また、2023年11月にSECURITY ACTIONの２つ星を自己宣言しました。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

